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はしがき 

 

 建築物に作用する地震力には、地盤の増幅特性が大きく影響することは言うまでもない。

現在、我が国において建築物の設計には、昭和 56年に施行された新耐震基準に基づく保有

水平耐力計算が多く用いられている。保有水平耐力計算では、設計用地震力を規定する因子

の一つである振動特性係数 Rtの設定において地盤を 3種類に分類している。しかしながら、

建築物の一次固有周期として地震時の応答周期ではなく弾性周期を用いているため、中低

層の建築物では、一次固有周期が振動特性係数 Rt の値が一定となる領域の比較的短い値に

評価され、結果として、多くの場合で建築物の設計用地震力に地盤種別の違いが現れてくる

ことはない。また、International Building Codeなどに比べ、地盤の分類数も著しく少ない。

地盤の増幅特性を詳細に考慮しうるものとして平成 12年に導入された限界耐力計算の精算

法があるが、現在のところ一般の建築物にはあまり用いられていない。 

 そこで、本書では、建築物の耐震設計における地盤の増幅特性評価の今後のあり方を検討

するための技術資料を得るべく、保有水平耐力計算に基づき設計された鉄骨造建築物を想

定し、首都圏を例として、その耐震性能に与える地盤増幅の影響を検討することとした。こ

こで、耐震性能は応答変位と限界変位との関係から評価し、保有水平耐力計算の規定に基づ

き地盤の増幅特性を単純化して評価した場合に、地盤の増幅特性がどのように耐震性能に

現れるかを検討整理している。今後、建築物の耐震性能評価をより高度化するためには、地

盤の増幅特性の影響をより詳細に設計に反映させることも必要と考えられる。本書は、この

考えの下、地盤増幅特性をより詳細に評価することの効果や、設計上の留意事項を明らかに

することを目指すものである。 

 本書に報告する研究内容については、当初、明治大学建築構造第一研究室（平石研究室）

で着手されたものである。一方、建築研究所においても、研究課題「開発途上国の現状に即

した地震・津波に係る減災技術及び研修の普及に関する研究」（平成 30年度～令和 3年度）

において、日本を含む世界の地震応答評価法を調査する必要が生じていた。そこで、明治大

学の先行研究を建築研究所で引き継ぎ、本研究課題の中で新たに鉄骨造建築物を対象に研

究を発展させることとした。本書は、今後の建築物の耐震性能検証のあり方を検討していく

上で、本研究の成果が極めて重要であると考え、これを建築研究所より建築研究報告として

出版するものである。本書が、関係する研究者のみならず、実務に携わる技術者の方々にも、

建築物の耐震性能評価の参考として活用されることを大いに期待する。 
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地盤の増幅特性を考慮した 

鉄骨造建築物の耐震性能に関する研究 

 

大塚 悠里＊1，平石 久廣＊2 

 

概要 

 

 近年、鉄骨造建築物は鉄筋コンクリート造建築物や木造建築物と共に地震によって大き

な被害を被っている。近年における地震動の被害調査より、鉄骨造建築物では地域や地区に

よってその被害率に差異が生じたこと、特に中低層の鉄骨造建築物で顕著な被害が発生し

たことが報告されている。 

 現在、我が国において建築物の設計には、限界耐力計算（2000 年施行）よりも保有水平

耐力計算（1981 年施行）の方が多く用いられている。保有水平耐力計算では、地盤の増幅

特性を振動特性係数により考慮している。この振動特性係数では、地盤の増幅を 1種地盤、

2 種地盤、3種地盤の 3種類に分類している。しかしながら、鉄骨造建築物では同じ 2種地

盤であっても地震時の応答には差異が生じ、3種地盤では地震時の応答が他の地盤種別の応

答よりも大きくなることが報告されている。 

 また、保有水平耐力計算では、建築物の周期として地震時の応答周期ではなく、弾性周期

を用いている。このため、中低層建築物では地盤種別に係わらず、振動特性係数がほぼ一定

で、実質的に地盤の影響が設計用入力地震動にほとんど反映されていないと言える。 

 本報告では鉄骨造建築物の耐震性能を把握するため、増幅特性を考慮した地震動を用い

て、鉄骨造建築物の耐震性の評価を行った。具体的には、首都圏を例示として、実地盤情報

を考慮した表層の地震動を用い、保有水平耐力計算によって設計された鉄骨造建築物の地

震応答解析を行った。応答解析結果より、地盤種別の特性と建築物の応答の関係を提示した。 
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STUDY ON SEISMIC PERFORMANCE OF JAPANESE STEEL 

BUILDINGS CONSIDERING SITE AMPLIFICATION EFFECT 

 

Yuri OTSUKA＊1，Hisahiro HIRAISHI＊2 

 

ABSTRACT 

 

Recently, steel-framed buildings were severely damaged by earthquakes, as well as reinforced 

concrete buildings and wooden buildings in Japan. According to earthquake damage investigations, 

the damage rate of steel-framed buildings significantly differed depending on the area or district, and 

severe damages were particularly found for middle- and low-rise steel-framed buildings. 

Most Japanese buildings have been designed by regulation of the calculation of lateral load-carrying 

capacity (Enforced in 1981) more than the calculation of response and limit strength (Enforced in 

2000). In this calculation, the site amplification effect is taken into consideration by the vibration 

characteristic coefficient. This coefficient classifies site amplification into soil type 1, soil type 2, and 

soil type 3. However, it was reported that for steel-framed buildings, the response analytical results 

were remarkably different depending on areas in soil type 2, and those in soil type 3 were possibly 

larger than expected ones. 

In the calculation of lateral load-carrying capacity, the elastic response period is used as the period 

of the building, and for low- and middle-rise buildings, the vibration characteristic coefficient is almost 

constant and the ground type is irrelevant. As a result, the site amplification effect is not reflected in 

the design input seismic motion. 

This paper evaluated the seismic response of Japanese steel-framed buildings, considering the site 

amplification effect. In the evaluation, the response analysis was performed focusing on the structural 

characteristic factor as a variable. From the time history analytical results, it was proved that the 

seismic performance of steel-framed buildings was significantly influenced by the site amplification. 

And the paper investigated this influence from the viewpoint of the acceleration response spectrum 

and equivalent period.  
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Building Research Institute 

＊2  Prof. Emer., Dept. of Architecture, School of Science and Technology, Meiji Univ. 
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1. はじめに 

 近年、鉄骨造建築物は鉄筋コンクリート造建築物や木造建築物と共に地震により大きな

被害を被っており、兵庫県南部地震（1995 年）では地区によって被害率に差異が生じたこ

とが報告されている 1)。また、東日本大震災（2011 年）では主に、中低層の鉄骨造建築物で

構造被害が多く発生したことが報告されている 2)。さらに、熊本地震（2016年）では、1991

年から2000年に建てられた鉄骨造建築物でも全壊したものがあることが報告されている 3)。

一方、主要都市（仙台、東京、名古屋、大阪）の一様ハザードスペクトルを用いた鉄骨造建

物の地震リスク評価に関する研究では、鉄骨造建築物は同じ 2 種地盤であってもその応答

には差異が生じ、特に 3種地盤では応答が大きくなることが報告されている 4)。 

 地盤の影響に関しては、地盤の増幅特性を詳細に考慮しうるものとして、2000 年に建築

基準法令に導入された限界耐力計算の精算法があるが、一般の建築物についてはあまり用

いられていない。一方、現在、我が国の既存の建築物は限界耐力計算よりも保有水平耐力計

算で設計されることが多く、この保有水平耐力計算では、地盤の増幅特性を振動特性係数に

より考慮している。この振動特性係数では、地盤の増幅を 3種類の地盤種別に分類している

ものの、建築物の周期として応答周期ではなく、弾性周期を用いている。このため、中低層

建築物では、ある程度以下の応答周期において、振動特性係数が地盤種別に係わらず一定値

とされており、実質的に地盤の影響が設計用入力地震動にほとんど反映されていないと言

える。また、International Building Codeなどに比べ、地盤種別の分類数も著しく少ない。こ

のような要因から、平石等の研究では、新耐震基準で想定する建築物の応答と地盤の増幅特

性を精算した建築物の応答には、概してかなり大きな差異が生じることが示されている 5)。 

 このため、著者等は既に鉄筋コンクリート造建築物及び鉄筋コンクリート造壁式構造を

対象に首都圏の実地盤情報を考慮した検討を行い 6，7)、現行建築物の耐震性を示している。

地盤種別や建築物の強度が同じであっても建設地域ごとで、建築物の応答に大きな差異が

生じることを明らかにしている。 

 このような背景から、本報告では、鉄骨造建築物の耐震性能を把握するため、地盤の増幅

特性を考慮した鉄骨造建築物の耐震性の評価を行った。具体的には、例示として首都圏の各

地の実地盤情報を考慮した表層の地震動を用い、保有水平耐力計算によって設計された鉄

骨造建築物を対象に地震応答解析を行った。また、保有水平耐力計算の理念に基づいた構造

特性係数 DSごとの限界変形角 Ruと応答解析結果の比較を行った。さらに、現行耐震基準に

よる鉄骨造建築物の耐震性の評価を行った。 
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2. 時刻歴応答解析の方法 

2.1 解析モデル 

 解析モデルは文献 6，7)と同様に、工学的基盤上の複数層からなる表層地盤と、その上に建

つ上部構造とした。図 2.1にその概念図を示す。 

 

 

図 2.1 解析概念図 

 

 

  

上部構造

表層の地震動

地盤増幅

入力地震動
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2.2 表層の地震動 

 上部構造の地震応答解析に用いた表層の地震動は文献 6，7)と同様の方法で算出した。 

解放工学的基盤に入力する地震動は、平成 12 年建設省告示第 1461 号に示された「極めて

稀に発生する地震動」の加速度応答スペクトルに対応する模擬地震動（図 2.2参照）とした。

なお、位相特性は乱数位相とした。 

 表層の地震動は、首都圏各地の地盤情報を基に、各地における地盤増幅を反映することで

解析的に算出した。算出においては、文献 6，7)と同様に以下の条件の下、等価線形一次地盤

応答解析プログラム SHAKEを用いて求めた。 

 地盤情報には、防災科学研究所強震ネットワーク（K-NET）8)に公開されているデータ

から関東（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、栃木県、群馬県、山梨県）に

位置するデータ（118ヵ所）（図 2.3参照）を用いた。 

 土質は土質データを参考に、砂質土と粘性土の 2種類とした。 

 K-NET により公開されている地盤情報の深度は 20m までであるが、文献 9)に従い、せ

ん断波速度が 400(m/s2)以上となる層が 5(m)以上に渡る場合には、その層を解放工学的

基盤とした。 

 上記に該当する層がない場合には、最深である深度 20(m)を解放工学的基盤とした。 

 地盤の非線形モデルは Hardin - Drnevich model10)とした。 

 基準せん断歪み γ0.5は、平成 12 年建設省告示第 1457 号第 10 第 2 項第二号イ及びロよ

り、砂質土で 0.10%、粘性土で 0.18％とした 11)。 

 最大減衰定数 hmax は、平成 12 年建設省告示第 1457 号第 10 第 2 項第二号イ及びロよ

り、砂質土で 21％、粘性土で 17％とした 11)。 

 なお、解析時に地盤のひずみレベルが 1%を超える解析地点では、SHAKE よりも比較的

大きなひずみレベルまで適用が可能とされている直接積分法による時刻歴非線形解析によ

り表層の地震動を求めた。また、地盤の液状化については考慮の手法が多岐にわたる 12), 13)

ため、本報告では今後の課題とし、考慮しないものとした。 

 表 2.1に解析地点名と地盤の 1次卓越周期 Tgを示す。なお、各地盤の種別判定には、(2.1)

式～(2.3)式を用いた。また、地盤の 1次卓越周期 Tgは文献 9)を参考とした。 

 

［1種地盤］ 𝑇g ≤ 0.2 (2.1) 

［2種地盤］ 0.2 < 𝑇g ≤ 0.75 (2.2) 

［3種地盤］ 0.75 < 𝑇g (2.3) 

 

 図 2.4に上記の仮定の下、算出した表層の地震動の一部（鎌倉、厚木、横浜）の加速度応

答スペクトル Saを示す。 
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(a) 加速度応答スペクトル 

 

(b) 時刻歴波形 

図 2.2 入力地震動 

 

 

図 2.3 解析地点 
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図 2.4 表層の地震動（鎌倉、厚木、横浜） 
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2.3 上部構造のモデル化の方法 

 解析対象は、図 2.5に示す建築物中央部に位置している柱 1本と両側半スパンの梁が支持

するスラブ範囲（6m×6m）とした。 

 建築物の階高 hは 3.5(m)、階数 nは 3階、8階、14階の計 3種類とし、これを 1質点化し

て解析を行った。なお、建築物の高さ H(m)は(2.4)式によった。 

 

𝐻 = ℎ × 𝑛 (2.4) 

 

 

 

図 2.5 解析対象（上部構造） 

 

 

 1質点化することによる建築物の有効高さ Hu(m)は文献 14)にならい求めた。以下に誘導方

法について示す。図 2.6に縮約 1自由度モデルを示す。図 2.7(a)に示すように、多自由度系

の 1次モードによる総水平変位量は各質点の水平変位を合計して、 𝛿1 ∙ ∑ 𝛽1 ∙ 𝑢𝑖で表される。

一方、図 2.7(b)は 1 次モードの変位分布が直線系となる多自由度系を示している。この場

合、図中の全体変形角 Rと各質点の高さ Hiを用いると、各質点の水平変位は𝐻𝑖 ∙ 𝑅で表せる

対象

6m

6m

   

 
  

(a) 各質点の水平変位 (b) 直線形変位 

図 2.6 縮約 1自由度系モデル 図 2.7 多自由度系モデル 
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ことから、総水平変位量は𝑅 ∙ ∑𝐻𝑖となる。ここで、2つの系の総水平変位量を等値とすると

(2.5)式が得られる。 

 

𝑅 =
𝛿1 ∙ ∑ 𝛽1 ∙ 𝑢𝑖

∑𝐻𝑖
 (2.5) 

 

𝛿1  ：縮約 1自由度系の水平変位 

𝛽1  ：1次の刺激係数 

𝑢𝑖 ：1次のモードベクトル 

Σ ：i＝1から nまでの総和 

R ：建築物の全体変形角 

 

 図 2.7(b)において、水平変位が 1δ となる高さを建築物の有効高さ Hu(m)とすると(2.6)式

が得られる。また、(2.6)式に(2.5)式を代入すると、建築物の有効高さを表す(2.7)式が得られ

る。 

 

𝐻𝑢 =
𝛿1
𝑅

 (2.6) 

𝐻𝑢 =
∑𝐻𝑖

∑ 𝛽1 ∙ 𝑢𝑖
 (2.7) 

 

 なお、(2.7)式は等質量 m、等階高 hを有し、1次のモードベクトル uiが直線形となる n自

由度系においては、(2.8)式が成立する。 

 

𝐻𝑢 = (
2

3
+

1

3𝑛
)𝑛 ∙ ℎ (2.8) 

 

 ここで、政令第 82 条の 5 より、各階質量を mi(ton)、各階水平変位を δi(m)とすると、有効

質量Mu(ton)は(2.9)式となる 11)。また、(2.9)式に重力加速度 g(m/s2)を乗じ、有効重量 Wu(kN)

が(2.10)式で表せる。なお、本報告では、単位面積当たりの重量を 8(kN/m2)、柱 1 本当たり

の支配面積を 36(m2)（6m×6m）とした。 

 

𝑀𝑢 =
(∑𝑚𝑖 ∙ 𝛿𝑖)

2

∑𝑚𝑖 ∙ 𝛿𝑖
2  (2.9) 

𝑊𝑢 = 𝑀𝑢 × g (2.10) 

 



9 

 

 文献 15), 16)より、鉄骨造建築物の固有周期 T1 は(2.11)式によった。また、初期剛性 K1 は

(2.12)式より算定した。 

 

𝑇1 = 0.5 + 0.027𝐻 (2.11) 

𝐾1 = 4𝜋2
𝑀𝑢

𝑇1
2  (2.12) 

 

 以上により求めた上部構造の諸元を、表 2.2に示す。 

 

 

表 2.2 上部構造諸元 

 

 

 

 文献 11)より、上部構造の降伏時せん断耐力 Qy2(kN)は、建築基準法施行令第 82 条の 3 に

規定する必要保有水平耐力 Qun(kN)を必要せん断耐力と見なして、(2.13)式～(2.15)式より算

定した。 

 

𝑄𝑦2 = 𝑄𝑢𝑛 = 𝐷𝑠 ∙ 𝐹𝑒𝑠 ∙ 𝑄𝑢𝑑 (2.13) 

𝑄𝑢𝑑 = 𝑍 ∙ 𝑅𝑡 ∙ 𝐴𝑖 ∙ 𝐶0 ∙ 𝑊𝑢 (2.14) 

 

𝐷𝑠 ：構造特性係数 

𝐹𝑒𝑠 ：形状係数 

𝑍 ：地震地域係数 

𝑅𝑡 ：振動特性係数 

𝐴𝑖 ：層せん断力分布係数 

𝐶0 ：標準せん断力係数 

 

 ここで、必要せん断耐力 Qun(kN)は、標準せん断力係数 C0を 1.0として求めた各階の層せ

ん断力である。また、本報告では、形状係数 Fes、地震地域係数 Z、層せん断力分布係数 Ai

階数 建物高さ 有効高さ 有効重量 固有周期 初期剛性

n H H u Wu T 1 K 1

(m) (m) (kN) (s) (kN/m)

3 10.5 8.17 740.57 0.78 4859.85

8 28 19.83 1829.65 1.26 4672.20

14 49 33.83 3128.28 1.82 3791.97
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を 1.0としたため、(2.13)式は(2.15)式で表せる。 

 

𝑄𝑦2 = 𝐷𝑠 ∙ 𝑅𝑡 ∙ 𝑊𝑢 (2.15) 

 

 振動特性係数 Rt は、昭和 55 年建設省告示第 1793 号 11)に規定される通り、(2.16)式とし

た。 

 

[𝑇 < 𝑇𝑐] 𝑅𝑡 = 1  

[𝑇𝑐 ≤ 𝑇 < 2𝑇𝑐] 𝑅𝑡 = 1 − 0.2 (
𝑇

𝑇𝑐
− 1)

2

 (2.16) 

[2𝑇𝑐 ≤ 𝑇] 𝑅𝑡 = 1.6
𝑇𝑐
𝑇

  

 

 (2.16)式の建築物の設計用一次固有周期 T は、昭和 55 年建設省告示第 1793 号 11)より、

(2.17)式の値を用いた。 

 

𝑇 = 0.03𝐻 (2.17) 

 

 また、(2.16)式の Tcは、(2.18)式の値を用いた。 

 

[1種地盤] 𝑇𝑐 = 0.4  

[2種地盤] 𝑇𝑐 = 0.6 (2.18) 

[3種地盤] 𝑇𝑐 = 0.8  

 

 構造特性係数 Dsは、3階、8階は 0.25、0.30、0.35、0.40、0.45、0.50の計 6種類、14階は

0.25、0.30、0.35、0.40、0.45の計 5種類とした。復元力特性はトリリニアモデルとした。文

献 17)を参考に、降伏変形角 Ry2は 1/100(rad.)とし、第 1折れ点耐力 Qy1(kN)は、降伏時せん断

耐力 Qy2(kN)の 0.7倍とした。初期剛性 K1(kN/m)、第 1折れ点時の剛性 K2(kN/m)、第 1折れ

点時の剛性低下率 α1、降伏後の剛性 K3(kN/m)は各々(2.12)式、(2.19)式～(2.22)式によった。

なお、構造特性係数 Dsが 0.25 の場合では、標準せん断力係数 C0が 0.2に対する層間変形角

1/200(rad.)を満たさないため、第 1折れ点耐力 Qy1(kN)と第 1折れ点変形角 Ry1(rad.)を構造特

性係数 Dsが 0.30の場合と同じ値に設定した。上部構造の Q-R 関係を図 2.8に示す。 

 

𝐾2 =
𝑄𝑦2 − 𝑄𝑦1

𝑅𝑦2 ∙ 𝐻𝑢 − 𝑅𝑦1 ∙ 𝐻𝑢
 (2.19) 
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𝑅𝑦1 =
𝑄𝑦1

𝐾1 ∙ 𝐻𝑢
 (2.20) 

𝛼1 =
𝐾2
𝐾1

 (2.21) 

𝐾3 = 𝐾1 ×
1

100
 (2.22) 

 

 減衰は文献 18)を参考に、瞬間剛性比例型で 2％とした。以上により、算定した上部構造耐

力を表 2.3及び図 2.9～図 2.11に示す。 

 

 

表 2.3 上部構造耐力 

 

 

 

階数
構造特性

係数

1種地盤 2種地盤 3種地盤 1種地盤 2種地盤 3種地盤 1種地盤 2種地盤 3種地盤

0.25 0.25 0.25 0.25 185.14 185.14 185.14 155.52 155.52 155.52

0.30 0.30 0.30 0.30 222.17 222.17 222.17 155.52 155.52 155.52

0.35 0.35 0.35 0.35 259.20 259.20 259.20 181.44 181.44 181.44

0.40 0.40 0.40 0.40 296.23 296.23 296.23 207.36 207.36 207.36

0.45 0.45 0.45 0.45 333.26 333.26 333.26 233.28 233.28 233.28

0.50 0.50 0.50 0.50 370.29 370.29 370.29 259.20 259.20 259.20

0.25 0.19 0.24 0.25 348.50 442.77 457.18 292.74 371.93 384.03

0.30 0.23 0.29 0.30 418.21 531.33 548.62 292.74 371.93 384.03

0.35 0.27 0.34 0.35 487.91 619.88 640.06 341.53 433.92 448.04

0.40 0.30 0.39 0.40 557.61 708.44 731.49 390.32 495.91 512.05

0.45 0.34 0.44 0.45 627.31 796.99 822.93 439.12 557.90 576.05

0.50 0.38 0.48 0.50 697.01 885.55 914.37 487.91 619.88 640.06

0.25 0.11 0.16 0.21 340.49 510.74 672.36 286.01 429.02 564.78

0.30 0.13 0.20 0.26 408.59 612.89 806.83 286.01 429.02 564.78

0.35 0.15 0.23 0.30 476.69 715.03 941.30 333.68 500.52 658.91

0.40 0.17 0.26 0.34 544.79 817.18 1075.77 381.35 572.03 753.04

0.45 0.20 0.29 0.39 612.89 919.33 1210.25 429.02 643.53 847.17

階数
構造特性

係数

1種地盤 2種地盤 3種地盤 1種地盤 2種地盤 3種地盤 1種地盤 2種地盤 3種地盤

0.25 0.0039 0.0039 0.0039 596.45 596.45 596.45 0.12 0.12 0.12

0.30 0.0039 0.0039 0.0039 1342.00 1342.00 1342.00 0.28 0.28 0.28

0.35 0.0046 0.0046 0.0046 1754.03 1754.03 1754.03 0.36 0.36 0.36

0.40 0.0052 0.0052 0.0052 2278.76 2278.76 2278.76 0.47 0.47 0.47

0.45 0.0059 0.0059 0.0059 2969.75 2969.75 2969.75 0.61 0.61 0.61

0.50 0.0065 0.0065 0.0065 3920.90 3920.90 3920.90 0.81 0.81 0.81

0.25 0.0032 0.0040 0.0041 410.98 596.69 629.85 0.09 0.13 0.13

0.30 0.0032 0.0040 0.0041 924.71 1342.55 1417.16 0.20 0.29 0.30

0.35 0.0037 0.0047 0.0048 1168.78 1763.36 1874.46 0.25 0.38 0.40

0.40 0.0042 0.0054 0.0055 1457.27 2305.28 2472.95 0.31 0.49 0.53

0.45 0.0047 0.0060 0.0062 1803.49 3029.40 3289.96 0.39 0.65 0.70

0.50 0.0053 0.0067 0.0069 2226.72 4046.17 4471.89 0.48 0.87 0.96

0.25 0.0022 0.0033 0.0044 207.22 362.88 568.02 0.05 0.10 0.15

0.30 0.0022 0.0033 0.0044 466.24 816.48 1278.03 0.12 0.22 0.34

0.35 0.0026 0.0039 0.0051 571.26 1039.61 1715.95 0.15 0.27 0.45

0.40 0.0030 0.0045 0.0059 687.39 1307.62 2309.44 0.18 0.34 0.61

0.45 0.0033 0.0050 0.0066 816.48 1635.58 3159.33 0.22 0.43 0.83

3

8

降伏せん断耐力ベースシア係数

(rad.)

n D s (kN)

(kN/m)

第1折れ点変形角

第1折れ点耐力

第1折れ点時の剛性

R y1

Q y1

K 2

C B

α 1

第1折れ点時の剛性低下率

Q y2

(kN)

14

3

n D s

8

14
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図 2.8 上部構造の Q－R 関係 

 

図 2.9 3階建てモデルの Q－R 関係 

（1種地盤・2種地盤・3種地盤） 
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(a) 1種地盤 

 

(b) 2種地盤 

 

(c) 3種地盤 

図 2.10 8階建てモデルの Q－R 関係 
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(a) 1種地盤 

 

(b) 2種地盤 

 

(c) 3種地盤 

図 2.11 14階建てモデルの Q－R 関係 
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2.4 建築物の限界変形角 Ru の設定 

 本報告では、建築物の安全性評価の指標として、建築物の限界変形角 Ruを設定する。限

界変形角 Ru は、構造特性係数 DS ごとに対応するものとし、塑性率 µ と降伏変形角 Ry

（1/100(rad.)）を乗じることにより求めた。構造特性係数 DSと塑性率 µ の関係は、文献 19)

の上限値を参考に設定した。構造特性係数 DSごとの塑性率 µ と限界変形角 Ruを表 2.4に示

す。なお、構造特性係数 DSが 0.45、0.5 の場合における限界変形角 Ruの値はかなり厳しめ

の値ではあるが、建築物の安全側の指標として表 2.4の値を設定した。なお、後述 3章で構

造特性係数 DSが大きいと限界変形角 Ruを超える解析地点が多くなるのは、想定する限界変

形角 Ruを保有水平耐力計算の理念と同様に、高い構造特性係数 DSでは小さく設定したため

である。 

 

表 2.4 構造特性係数 DSごとの塑性率 µ と限界変形角 Ru 

 

  

D s µ R y (rad.) R u (rad.)

0.25 3.0 1/33

0.30 2.3 1/43

0.35 1.9 1/54

0.40 1.5 1/67

0.45 1.2 1/82

0.50 1.0 1/100

1/100
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3. 時刻歴応答解析の結果 

3.1 層せん断力-層間変形角関係の例 

 図 3.1に 2章において示した表層の地震動と上部構造を用いて、時刻歴応答解析を行った

結果の一例として、3 階建て、構造特性係数 DSが 0.25の場合における層間変形角 Rと層せ

ん断力 Q の関係を示す。なお、なお、各地盤種別の一例として、鎌倉（1種地盤）、川崎（2

種地盤）、横浜（3種地盤）の結果を示す。 

 図 3.1より、応答の片寄りが見られたため、本報告では時刻歴応答解析結果より得られた

正負の最大応答変形角のうち、大きい方の値を最大層間変形角 Rmax とした。なお、応答の

片寄りについては後述 3.5節で示す。 

 

 

  

(a) 鎌倉（1種地盤） (b) 川崎（2種地盤） 

 

(c) 横浜（3種地盤） 

図 3.1 3階建て、DS＝0.25の場合における応答解析結果（一例） 
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3.2 3階建て（低層）モデルの応答解析結果 

 3 階建てモデルにおける構造特性係数 DSごとの最大層間変形角 Rmaxを地盤の 1 次卓越周

期 Tgの関係で、図 3.2に示す。なお、図中の実線は構造特性係数 DSごとに想定した限界変

形角 Ruを示す。また、表 3.1に以下のまとめを示す。 

 図 3.2(a)より、構造特性係数DSが 0.25の場合、最大層間変形角 Rmaxが 1種地盤で 1/78(rad.)

～1/65(rad.)、2種地盤で 1/75(rad.)～1/24(rad.)、3種地盤で 1/66(rad.)～1/29(rad.)であった。ま

た、2種地盤の川崎、厚木、岬、3種地盤の鋸南、川口が限界変形角 Ruである 1/33(rad.)を超

える結果となった。 

 図 3.2(b)より、構造特性係数DSが 0.30の場合、最大層間変形角 Rmaxが 1種地盤で 1/83(rad.)

～1/76(rad.)、2種地盤で 1/81(rad.)～1/21(rad.)、3種地盤で 1/89(rad.)～1/28(rad.)であった。ま

た、2種地盤の青梅、川崎、厚木、千葉、姉崎、木更津、岬、春日部、大宮（埼玉）、3種地

盤の浦安、鋸南、鴨川、川口が限界変形角 Ruである 1/43(rad.)を超える結果となった。 

 図 3.2(c)より、構造特性係数DSが 0.35の場合、最大層間変形角 Rmaxが 1種地盤で 1/80(rad.)

～1/76(rad.)、2種地盤で 1/79(rad.)～1/21(rad.)、3種地盤で 1/92(rad.)～1/26(rad.)であった。ま

た、2種地盤の青梅、川崎、厚木、白井、千葉、姉崎、木更津、岬、春日部、大宮（埼玉）、

大子、甲府、3 種地盤の浦安、鋸南、鴨川、川口が限界変形角 Ruである 1/54(rad.)を超える

結果となった。 

 図 3.2(d)より、構造特性係数DSが 0.40の場合、最大層間変形角 Rmaxが 1種地盤で 1/81(rad.)

～1/73(rad.)、2種地盤で 1/80(rad.)～1/24(rad.)、3種地盤で 1/94(rad.)～1/30(rad.)であった。ま

た、2 種地盤の青梅、川崎、厚木、野田、白井、成田、佐倉、千葉、東金、姉崎、木更津、

岬、小川（埼玉）、春日部、大宮（埼玉）、所沢、石岡、鉾田、岩井、大子、鹿沼、今市、太

田、甲府、芦安、3 種地盤の浦安、鋸南、鴨川、川口が限界変形角 Ruである 1/67(rad.)を超

える結果となった。一方、3種地盤の横浜、小田原、久喜においては小さな最大応答変形角

Rmaxの値を示した。特に、横浜が最も小さな最大応答変形角 Rmaxの値を示した。 

 図 3.2(e)より、構造特性係数DSが 0.45の場合、最大層間変形角 Rmaxが 1種地盤で 1/81(rad.)

～1/68(rad.)、2種地盤で 1/79(rad.)～1/28(rad.)、3種地盤で 1/94(rad.)～1/29(rad.)であった。ま

た、横浜を除く全ての解析地点が限界変形角 Ruである 1/82(rad.)を超える結果となった。一

方、3 種地盤の横浜は最も小さな最大応答変形角 Rmax の値を示し、その値は限界変形角 Ru

以下であった。 

 図 3.2(f)より、構造特性係数 DSが 0.50の場合、最大層間変形角 Rmaxが 1種地盤で 1/75(rad.)

～1/71(rad.)、2種地盤で 1/74(rad.)～1/30(rad.)、3種地盤で 1/90(rad.)～1/32(rad.)であった。ま

た、全ての解析地点が限界変形角 Ruである 1/100(rad.)を超える結果となった。 

 図 3.2より、3階建てモデルの場合、2種地盤が最も大きな最大層間変形角 Rmaxの値を示

した。また、2種地盤、3種地盤において、同じ構造特性係数 DS、同じ地盤種別であっても、

その最大層間変形角 Rmaxには顕著な差異が生じる結果となった。3 階建てモデルでは特に、

2 種地盤と 3種地盤の境界に当たる周期を中心に限界変形角 Ruを超える結果となった。 
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(b) DS＝0.30 

 

(c) DS＝0.35 

図 3.2 最大層間変形角 Rmax と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（3階建てモデル） 

 

0

   1/100

   1/50

   3/100

   1/25

   1/20

   3/50

0 0.5 1 1.5

春日部

最
大

層
間

変
形

角
R

m
a

x(
ra

d
.)

Tg(s)

川崎

1種地盤

3種地盤

2種地盤

岬 厚木 鋸南
川口

久喜
横浜

小田原

浦安鴨川

Ru ( =1/33(rad.))

大宮(埼玉）

木更津

千葉

青梅

姉崎

大子

0.2 0.75

0

   1/100

   1/50

   3/100

   1/25

   1/20

   3/50

0 0.5 1 1.5

姉崎 鴨川

大宮(埼玉)春日部

最
大

層
間

変
形

角
R

m
a

x(
ra

d
.)

Tg (s)

川崎

鋸南

浦安
川口

岬 厚木

青梅

木更津

千葉
久喜

横浜小田原

1種地盤

3種地盤

2種地盤

大子

Ru ( =1/43(rad.))

0.2 0.75

0

   1/100

   1/50

   3/100

   1/25

   1/20

   3/50

0 0.5 1 1.5

最
大

層
間

変
形

角
R

m
a

x(
ra

d
.)

Tg (s)

青梅

大子

川崎

春日部 厚木

鋸南

川口

岬

浦安鴨川

大宮(埼玉)

木更津

千葉

姉崎

久喜

横浜小田原

甲府白井

Ru ( =1/54(rad.))

0.2 0.75

1種地盤

3種地盤

2種地盤



19 

 

 

 

(d) DS＝0.40 

 

(e) DS＝0.45 

 

(f) DS＝0.50 

図 3.2 最大層間変形角 Rmax と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（3階建てモデル） 
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表 3.1 構造特性係数 DSごとの最大層間変形角 Rmax と限界変形角 Ruを超えた解析地点 

（3階建てモデル） 

 

 

 

 

  

min(rad.) max(rad.)

1種地盤 1/78 1/65 1種地盤 なし

2種地盤 1/75 1/24 2種地盤 川崎、厚木、岬

3種地盤 1/66 1/29 3種地盤 鋸南、川口

1種地盤 1/83 1/76 1種地盤 なし

2種地盤 1/81 1/21 2種地盤
青梅、川崎、厚木、千葉、姉崎、
木更津、岬、春日部、
大宮（埼玉）

3種地盤 1/89 1/28 3種地盤 浦安、鋸南、鴨川、川口

1種地盤 1/80 1/76 1種地盤 なし

2種地盤 1/79 1/21 2種地盤
青梅、川崎、厚木、白井、千葉、
姉崎、木更津、岬、春日部、
大宮（埼玉）、大子、甲府

3種地盤 1/92 1/26 3種地盤 浦安、鋸南、鴨川、川口

1種地盤 1/81 1/73 1種地盤 なし

2種地盤 1/80 1/24 2種地盤

青梅、川崎、厚木、野田、白井、
成田、佐倉、千葉、東金、姉崎、
木更津、岬、小川（埼玉）、春日部、
大宮（埼玉）、所沢、石岡、鉾田、
岩井、大子、鹿沼、今市、太田、
甲府、芦安

3種地盤 1/94 1/30 3種地盤 浦安、鋸南、鴨川、川口

1種地盤 1/81 1/68 1種地盤 全ての解析地点

2種地盤 1/79 1/28 2種地盤 全ての解析地点

3種地盤 1/94 1/29 3種地盤 横浜を除く全ての解析地点

1種地盤 1/75 1/71 1種地盤 全ての解析地点

2種地盤 1/74 1/30 2種地盤 全ての解析地点

3種地盤 1/90 1/32 3種地盤 全ての解析地点

0.5 1/100 図3.2(f)

0.45 1/82 図3.2(e)

最大層間変形角R max

図3.2(a)0.25

構造特性係数D S 限界変形角R u (rad.) 限界変形角R u を超える解析地点 図番号

1/33

0.3 1/43 図3.2(b)

0.4 1/67 図3.2(d)

0.35 1/54 図3.2(c)
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3.3 8階建て（中層）モデルの応答解析結果 

 8 階建てモデルにおける構造特性係数 DSごとの最大層間変形角 Rmaxを地盤の 1 次卓越周

期 Tgの関係で、図 3.3に示す。なお、図中の実線は構造特性係数 DSごとに想定した限界変

形角 Ruを示す。また、表 3.2に以下のまとめを示す。 

 図3.3(a)より、構造特性係数DSが0.25の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で1/137(rad.)

～1/128(rad.)、2 種地盤で 1/129(rad.)～1/64(rad.)、3 種地盤で 1/95(rad.)～1/75(rad.)であった。

また、全ての解析地点が限界変形角 Ruである 1/33(rad.)以下を示した。 

 図3.3(b)より、構造特性係数DSが0.30の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で1/152(rad.)

～1/142(rad.)、2種地盤で 1/138(rad.)～1/86(rad.)、3種地盤で 1/108(rad.)～1/80(rad.)であった。

また、構造特性係数 DS が 0.25 の場合と同様に、全ての解析地点が限界変形角 Ru である

1/43(rad.)以下を示した。 

 図3.3(c)より、構造特性係数DSが 0.35の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で 1/143(rad.)

～1/139(rad.)、2種地盤で 1/136(rad.)～1/75(rad.)、3種地盤で 1/100(rad.)～1/74(rad.)であった。

また、構造特性係数 DSが 0.25、0.30の場合と同様に、全ての解析地点が限界変形角 Ruであ

る 1/54(rad.)以下を示した。 

 図3.3(d)より、構造特性係数DSが0.40の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で1/140(rad.)

～1/135(rad.)、2 種地盤で 1/126(rad.)～1/54(rad.)、3 種地盤で 1/96(rad.)～1/66(rad.)であった。

また、2 種地盤の川崎、3 種地盤の浦安、川口が限界変形角 Ruである 1/67(rad.)を超える結

果となった。 

 図3.3(e)より、構造特性係数DSが0.45の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で1/136(rad.)

～1/132(rad.)、2 種地盤で 1/114(rad.)～1/44(rad.)、3 種地盤で 1/91(rad.)～1/58(rad.)であった。

また、2種地盤の川崎、厚木、千葉、木更津、岬、春日部、大宮（埼玉）、3 種地盤の小田原、

浦安、鋸南、久喜、川口が限界変形角 Ruである 1/82(rad.)を超える結果となった。 

 図 3.3(f)より、構造特性係数DSが 0.50の場合、最大層間変形角Rmaxが 1種地盤で 1/128(rad.)

～1/125(rad.)、2 種地盤で 1/102(rad.)～1/40(rad.)、3 種地盤で 1/81(rad.)～1/52(rad.)であった。

また、全ての 1種地盤は限界変形角 Ruである 1/100(rad.)以下を示したが、八王子、相模原、

長瀞、大宮（茨城）、笠間、鹿島、小山、前橋を除く全ての 2種地盤と全ての 3種地盤が限

界変形角 Ru を超える結果となった。特に、2 種地盤の川崎、厚木において大きな最大層間

変形角 Rmaxの値が見られた。 

 図 3.3より、8 階建てモデルの場合、構造特性係数 DSが 0.35 の場合までは最大層間変形

角 Rmaxは 1種地盤、2 種地盤、3 種地盤の順に大きい値を示し、地盤の 1次卓越周期 Tgが大

きいほど最大層間変形角 Rmaxが大きくなる傾向を示した。しかし、構造特性係数 DSが 0.40

以上の場合では、3 階建てモデルと同様に 2 種地盤が最も大きな最大層間変形角 Rmax の値

を示した。また、3階建てモデルと同様に 2種地盤、3種地盤において、同じ構造特性係数

DS、同じ地盤種別であってもその最大層間変形角 Rmaxの値には顕著な差異がみられた。 
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(a) DS＝0.25 

 

(b) DS＝0.30 

 

(c) DS＝0.35 

図 3.3 最大層間変形角 Rmax と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（8階建てモデル） 
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(d) DS＝0.40 

 

(e) DS＝0.45 

 

(f) DS＝0.50 

図 3.3 最大層間変形角 Rmax と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（8階建てモデル） 
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表 3.2 構造特性係数 DSごとの最大層間変形角 Rmax と限界変形角 Ruを超えた解析地点 

（8階建てモデル） 

 

 

  

min(rad.) max(rad.)

1種地盤 1/137 1/128 1種地盤 なし

2種地盤 1/129 1/64 2種地盤 なし

3種地盤 1/95 1/75 3種地盤 なし

1種地盤 1/152 1/142 1種地盤 なし

2種地盤 1/138 1/86 2種地盤 なし

3種地盤 1/108 1/80 3種地盤 なし

1種地盤 1/143 1/139 1種地盤 なし

2種地盤 1/136 1/75 2種地盤 なし

3種地盤 1/100 1/74 3種地盤 なし

1種地盤 1/140 1/135 1種地盤 なし

2種地盤 1/126 1/54 2種地盤 川崎

3種地盤 1/96 1/66 3種地盤 浦安、川口

1種地盤 1/136 1/132 1種地盤 なし

2種地盤 1/114 1/44 2種地盤
川崎、厚木、千葉、木更津、岬、
春日部、大宮（埼玉）

3種地盤 1/91 1/58 3種地盤 小田原、浦安、鋸南、久喜、川口

1種地盤 1/128 1/125 1種地盤 なし

2種地盤 1/102 1/40 2種地盤
八王子、相模原、長瀞、大宮（茨城）、
笠間、鹿島、小山、前橋
を除く全ての解析地点

3種地盤 1/81 1/52 3種地盤 全ての解析地点

0.45 1/82 図3.3(e)

0.5 1/100 図3.3(f)

0.35 1/54 図3.3(c)

0.4 1/67 図3.3(d)

0.25 1/33 図3.3(a)

0.3 1/43 図3.3(b)

構造特性係数D S

最大層間変形角R max
限界変形角R u (rad.) 限界変形角R uを超える解析地点 図番号
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3.4 14階建て（高層）モデルの応答解析結果 

 14 階建てモデルにおける構造特性係数 DSごとの最大層間変形角 Rmax を地盤の 1 次卓越

周期 Tgの関係で、図 3.4に示す。なお、図中の実線は構造特性係数 DSごとに想定した限界

変形角 Ruを示す。また、表 3.3に以下のまとめを示す。 

 図3.4(a)より、構造特性係数DSが0.25の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で1/130(rad.)

～1/126(rad.)、2種地盤で 1/137(rad.)～1/80(rad.)、3種地盤で 1/104(rad.)～1/72(rad.)であった。

また、全ての解析地点が限界変形角 Ruである 1/33(rad.)以下を示した。 

 図3.4(b)より、構造特性係数DSが0.30の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で1/146(rad.)

～1/143(rad.)、2種地盤で 1/147(rad.)～1/96(rad.)、3種地盤で 1/119(rad.)～1/61(rad.)であった。

また、構造特性係数 DS が 0.25 の場合と同様に、全ての解析地点が限界変形角 Ru である

1/43(rad.)以下を示した。 

 図3.4(c)より、構造特性係数DSが 0.35の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で 1/143(rad.)

～1/141(rad.)、2種地盤で 1/146(rad.)～1/94(rad.)、3種地盤で 1/120(rad.)～1/59(rad.)であった。

また、構造特性係数 DSが 0.25、0.30の場合と同様に、全ての解析地点が限界変形角 Ruであ

る 1/54(rad.)以下を示した。 

 図3.4(d)より、構造特性係数DSが0.40の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で1/144(rad.)

～1/141(rad.)、2種地盤で 1/143(rad.)～1/97(rad.)、3種地盤で 1/112(rad.)～1/58(rad.)であった。

また、3 種地盤の横浜、小田原、久喜が限界変形角 Ruである 1/67(rad.)を超える結果となっ

た。 

 図3.4(e)より、構造特性係数DSが0.45の場合、最大層間変形角Rmaxが1種地盤で1/147(rad.)

～1/142(rad.)、2種地盤で 1/135(rad.)～1/100(rad.)、3種地盤で 1/91(rad.)～1/57(rad.)であった。

また、3種地盤の横浜、小田原、浦安、久喜が限界変形角である 1/82(rad.)を超える結果とな

った。 

 図 3.4より、14階建てモデルの場合、最大層間変形角 Rmaxが 1種地盤、2種地盤、3種地

盤の順に大きい値を示し、地盤の 1 次卓越周期 Tgが大きいほど最大層間変形角 Rmaxが大き

くなる傾向を示した。 
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(a) DS＝0.25 

 

(b) DS＝0.30 

 

(c) DS＝0.35 

図 3.4 最大層間変形角 Rmax と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（14階建てモデル） 
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(d) DS＝0.40 

 

(e) DS＝0.45 

図 3.4 最大層間変形角 Rmax と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（14階建てモデル） 

 

表 3.3 構造特性係数 DSごとの最大層間変形角 Rmax と限界変形角 Ruを超えた解析地点 

（14階建てモデル） 
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1種地盤 1/130 1/126 1種地盤 なし

2種地盤 1/137 1/80 2種地盤 なし

3種地盤 1/104 1/72 3種地盤 なし

1種地盤 1/146 1/143 1種地盤 なし

2種地盤 1/147 1/96 2種地盤 なし

3種地盤 1/119 1/61 3種地盤 なし

1種地盤 1/143 1/141 1種地盤 なし

2種地盤 1/146 1/94 2種地盤 なし

3種地盤 1/120 1/59 3種地盤 なし

1種地盤 1/144 1/141 1種地盤 なし

2種地盤 1/143 1/97 2種地盤 なし

3種地盤 1/112 1/58 3種地盤 横浜、小田原、久喜

1種地盤 1/147 1/142 1種地盤 なし

2種地盤 1/135 1/100 2種地盤 なし

3種地盤 1/91 1/57 3種地盤 横浜、小田原、浦安、久喜

0.45 1/82 図3.4(e)

0.35 1/54 図3.4(c)

0.4 1/67 図3.4(d)

0.25 1/33 図3.4(a)

0.3 1/43 図3.4(b)

構造特性係数D S

最大層間変形角R max
限界変形角R u (rad.) 限界変形角R uを超える解析地点 図番号
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3.5 応答の片寄りの検討 

 本章では、一部の解析地で振動の片寄り現象がみられたことから、文献 20)の片寄り係数 d

を用いて検討を行った。 

 片寄り係数 dは文献 20)を参考に(3.1)式により算出した。 

 

𝑑 =
2 × 𝑅𝑚𝑎𝑥

𝑅𝑚𝑎𝑥
+ + |𝑅𝑚𝑎𝑥

− |
 (3.1) 

𝑅𝑚𝑎𝑥
+ ≥ |𝑅𝑚𝑎𝑥

− |の時𝑅𝑚𝑎𝑥 = 𝑅𝑚𝑎𝑥
+   

𝑅𝑚𝑎𝑥
+ ≤ |𝑅𝑚𝑎𝑥

− |の時𝑅𝑚𝑎𝑥 = |𝑅𝑚𝑎𝑥
− |  

 

𝑅𝑚𝑎𝑥
+ ：正側の最大応答変形角 𝑅𝑚𝑎𝑥

− ：負側の最大応答変形角 

 

 (3.1)式より、図 3.5(a)のように𝑅𝑚𝑎𝑥
+ と𝑅𝑚𝑎𝑥

− が 2：1となる場合、片寄り係数 dは 1.3とな

る。また、図 3.5(b)のように𝑅𝑚𝑎𝑥
+ と𝑅𝑚𝑎𝑥

− が 3：1 となる場合、片寄り係数 d は 1.5 となる。

本報告では、片寄り係数 d が 1.5 を超える場合は片寄りが大きいとし、片寄り係数 d が 1.3

以下の場合は片寄りが小さいとする。図 3.6～図 3.8に 3 階建てモデル、8 階建てモデル、

14 階建てモデルにおける構造特性係数 DSごとの片寄り係数 d を地盤の 1 次卓越周期 Tgの

関係で示す。また、片寄り係数 dが 1.3となる場合（図 3.5(a)参照）を灰色線で、片寄り係

数 dが 1.5となる場合（図 3.5(b)参照）を黒線で示す。 

 

 

  

(a) 片寄り係数 d＝1.3 (b) 片寄り係数 d＝1.5 

図 3.5 片寄り係数 d 
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 図 3.6に 3階建てモデルの結果を示す。 

 図 3.6(a)より、構造特性係数 DSが 0.25 の場合では、2 種地盤の川崎、岬と 3 種地盤の小

田原、鋸南、久喜の片寄り係数 dが 1.5を超える結果となった。また、2種地盤の青梅、厚

木、千葉、木更津、稲毛、春日部、大宮（埼玉）、石岡と 3種地盤の横浜、鴨川、川口の片

寄り係数 dが 1.3を超える結果となった。 

 図 3.6(b)より、構造特性係数 DSが 0.30 の場合では、2 種地盤の川崎、岬と 3 種地盤の鋸

南、鴨川の片寄り係数 dが 1.5を超える結果となった。また、2種地盤の青梅、厚木、白井、

千葉、東金、姉崎、木更津、春日部、大宮（埼玉）、石岡、大子、甲府と 3 種地盤の浦安、

久喜、川口の片寄り係数 dが 1.3を超える結果となった。 

 図 3.6(c)より、構造特性係数 DSが 0.35 の場合では、2 種地盤の川崎、岬、大宮（埼玉）

と 3種地盤の鋸南、鴨川の片寄り係数 dが 1.5 を超える結果となった。また、2種地盤の青

梅、厚木、千葉、姉崎、木更津、春日部と 3種地盤の浦安、川口の片寄り係数 dが 1.3を超

える結果となった。 

 図 3.6(d)より、構造特性係数 DSが 0.40の場合では、3種地盤の浦安の片寄り係数 dが 1.5

を超える結果となった。また、2 種地盤の青梅、川崎、厚木、千葉、木更津、岬、春日部、

大宮（埼玉）と 3種地盤の鋸南、川口の片寄り係数 dが 1.3を超える結果となった。 

 図 3.6(e)より、構造特性係数 DSが 0.45の場合では、3種地盤の浦安の片寄り係数 dが 1.5

を超える結果となった。また、2 種地盤の川崎、白井、東金、春日部、甲府と 3種地盤の鋸

南、川口の片寄り係数 dが 1.3を超える結果となった。 

 図 3.6(f)より、構造特性係数 DSが 0.50 の場合では、片寄り係数 d が 1.5 を超える解析地

点はみられなかった。また、2種地盤の千葉、姉崎、春日部の片寄り係数 dが 1.3を超える

結果となった。 

 図 3.6より、3階建てモデルの場合では構造特性係数 DSを大きくすることで、1種地盤と

地盤の 1 次卓越周期 Tgが 0.5 秒以下の 2 種地盤において、応答の片寄りが小さくなる傾向

がみられた。地盤の 1 次卓越周期 Tgが 0.5 秒以上の 2 種地盤と一部の 3 種地盤では、構造

特性係数 DSを大きくしても片寄り係数 dがなかなか低減せず、応答の片寄りが大きかった。 

 図 3.7に 8階建てモデルの結果を示す。 

 図 3.7(a)より、構造特性係数 DSが 0.25 の場合では、片寄り係数 d が 1.5 を超える解析地

点はみられなかった。また、2 種地盤の川崎の片寄り係数 d が 1.3 を超える結果となった。 

 図 3.7(b)～図 3.7(f)より、構造特性係数 DSが 0.30以降では、片寄り係数 dが 1.3を超える

解析地点は見られなかった。 

 図 3.8 に 14 階建てモデルの結果を示す。14 階建てモデルの場合では、構造特性係数 DS

が 0.25の場合から片寄り係数 dが 1.3を超える解析地点は見られなかった。 

 図 3.6～図 3.8より、3 階建てモデルでは 2 種地盤と 3 種地盤において、応答の片寄りが

大きい解析地点がみられたが、8階建てモデル、14階建てモデルでは応答の片寄りはほとん

どみられなかった。 
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(a) DS＝0.25 

 

(b) DS＝0.30 

 

(c) DS＝0.35 

図 3.6 片寄り係数 d と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（3階建てモデル） 
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(d) DS＝0.40 

 

(e) DS＝0.45 

 

(f) DS＝0.50 

図 3.6 片寄り係数 d と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（3階建てモデル） 
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(a) DS＝0.25 

 

(b) DS＝0.30 

 

(c) DS＝0.35 

図 3.7 片寄り係数 d と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（8階建てモデル） 
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(d) DS＝0.40 

 

(e) DS＝0.45 

 

(f) DS＝0.50 

図 3.7 片寄り係数 d と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（8階建てモデル） 
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(a) DS＝0.25 

 

(b) DS＝0.30 

 

(c) DS＝0.35 

図 3.8 片寄り係数 d と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（14階建てモデル） 
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(d) DS＝0.40 

 

(e) DS＝0.45 

図 3.8 片寄り係数 d と地盤の 1次卓越周期 Tg の関係（14階建てモデル） 
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4. 最大応答時における等価周期と加速度応答スペクトルの関係 

 本章では、3章の 2 種地盤、3種地盤において、同じ構造特性係数 DSの値であってもその

最大層間変形角 Rmax には解析地点によって大きな差異がみられた現象について地盤の増幅

特性と建築物の等価周期の関係から考察を行う。 

 図 4.1に各地地盤種別から、1 種地盤の鎌倉、氷川、2 種地盤の相模原、大子、青梅、甲

府、春日部、岬、厚木、姉崎、千葉、木更津、川崎、大宮（埼玉）、3種地盤の鴨川、小田原、

浦安、鋸南、横浜、川口、久喜の最大層間変形角 Rmaxを構造特性係数 DSごとに示す。なお、

1 種地盤は解析地点によってほとんど最大層間変形角 Rmaxに差異が生じなかったため、1種

地盤の代表として鎌倉、氷川を選定した。また、2種地盤の大子、青梅、甲府、春日部、岬、

厚木、姉崎、千葉、木更津、川崎、大宮（埼玉）は前述の 3章で大きな最大層間変形角 Rmax

の値を示した解析地点である。 

 3階建てモデルの場合、1種地盤の鎌倉、氷川と 2種地盤の相模原の最大層間変形角 Rmax

は良く似た傾向を示しており、構造特性係数 DS が 0.25 の場合でも小さい最大層間変形角

Rmax の値を示した。一方、2 種地盤の大子、青梅、甲府、春日部、岬、厚木、姉崎、千葉、

木更津、川崎、大宮（埼玉）は構造特性係数 DSを大きくしても、応答が小さくならなかっ

た。特に、川崎は構造特性係数 DS が 0.25 の場合における最大層間変形角 Rmax の値が大き

く、構造特性係数 DSを大きくしても、大きい最大層間変形角 Rmaxの値を示した。3 種地盤

では小田原、横浜、久喜は構造特性係数 DSが 0.25の場合でも小さい最大層間変形角 Rmaxの

値を示したが、鴨川、浦安、鋸南、川口は構造特性係数 DSを大きくしても、応答が小さく

ならなかった。 

 8階建てモデルの場合、1種地盤の鎌倉、氷川と 2種地盤の相模原の最大層間変形角 Rmax

の値は良く似た傾向し、構造特性係数 DSが 0.25の場合でも小さい最大層間変形角 Rmaxの値

を示した。一方、2 種地盤の大子、青梅、甲府、春日部、岬、厚木、姉崎、千葉、木更津、

川崎、大宮（埼玉）は構造特性係数 DSを大きくすると、応答が大きくなる傾向を示した。

3 種地盤においても、鴨川、小田原、浦安、鋸南、川口、久喜は構造特性係数 DSを大きくす

ると、応答が大きくなる傾向を示した。 

 14階建てモデルの場合、構造特性係数 DSが小さい場合から、最大層間変形角 Rmaxの値は

比較的小さな値を示した。一方、3種地盤において小田原、横浜、久喜は他の 3種地盤に比

べて大きな最大層間変形角 Rmaxの値を示した。また、3 種地盤において、構造特性係数 DS

を大きくすると、応答が大きくなる傾向がみられた。 

 以下では、上記の現象について、1種地盤の鎌倉、氷川、2種地盤の相模原に加え、比較

的大きな最大層間変形角 Rmaxの値を示した 2 種地盤の春日部、厚木、川崎と 3 種地盤の鴨

川、横浜について地盤の増幅特性と建築物の等価周期の関係から考察を行った。 
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(a) 3階建てモデル 

 

(b) 8階建てモデル 

 

(c) 14階建てモデル 

図 4.1 最大応答変形角 Rmax 
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 図 4.2 に図 4.3～図 4.26 の加速度応答スペクトル Saと等価周期 Teqの関係及び加速度応

答スペクトル Saと変位応答スペクトル Sdの関係の概念図を示す。 

 また、図 4.3～図 4.26の(a)に各地地盤種別から、鎌倉、氷川（1種地盤）、相模原、春日

部、厚木、川崎（2 種地盤）、鴨川、横浜（3 種地盤）の加速度応答スペクトル Saを示す。

図中には、各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqを破線で示す。なお、加速度応

答スペクトル Saは減衰定数 5%として算定した。各構造特性係数 DSにおける建築物の等価

周期 Teqは応答解析結果を用いて、(4.1)式により算定した。 

 

𝑇𝑒𝑞 = 2𝜋√𝑀𝑢𝑠

𝑅𝑚𝑎𝑥 ∙ 𝐻𝑢
𝑄𝑚𝑎𝑥

 (4.1) 

 

𝑀𝑢 ：有効質量(ton) 

𝑅𝑚𝑎𝑥 ：最大応答変形角(rad.) 

𝐻𝑢 ：有効高さ(m) 

𝑄𝑚𝑎𝑥 ：Rmaxを示すときの層せん断力(kN) 

 

 図 4.3～図 4.26の(b)に各地地盤種別から、鎌倉、氷川（1種地盤）、相模原、春日部、厚

木、川崎（2 種地盤）、鴨川、横浜（3 種地盤）の加速度応答スペクトル Saと変位応答スペ

クトル Sdを示す。なお、変位応答スペクトル Sdは、加速度応答スペクトル Saと同様の方法

により、減衰定数に 5％を用いて算定した。なお、以下では、図 4.3～図 4.26の(b)のように

加速度応答スペクトル Saと変位応答スペクトル Sdの関係による曲線を Sa－Sd曲線と呼称す

る。また、図中には各構造特性係数 DSに対応する建築物の等価周期 Teqを示す Sa／Sdを、

(4.2)式の関係に基づき破線で示す。 

 

𝑆𝑎
𝑆𝑑

= (
2𝜋

𝑇𝑒𝑞
)

2

 (4.2) 

 

 加速度応答スペクトル Saの形状は、1種地盤は解析地点によらず同様の形状を示した。2

種地盤は春日部、厚木、川崎が同様の加速度応答スペクトル Sa の形状を示したが、相模原

は 1 種地盤とよく似た加速度応答スペクトル Saの形状を示した。3 種地盤の鴨川は 2 種地

盤の春日部、厚木、川崎とよく似た加速度応答スペクトル Sa の形状を示したが、横浜の加

速度応答スペクトル Saはなだらかな形状を示した。 

 Sa－Sd曲線の形状も同様に 1種地盤と 2種地盤の相模原が同様の形状を示し、変位応答ス

ペクトル Sdが増えると加速度応答スペクトル Saが減少する形状を示した。2 種地盤の春日

部、厚木、川崎は同様の Sa－Sd曲線の形状を示し、その形状は変位応答スペクトル Sdによ
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らず加速度応答スペクトル Saが一定となる領域、加速度応答スペクトル Saによらず変位応

答スペクトル Sdが一定となる領域、変位応答スペクトル Sdが増えると加速度応答スペクト

ル Saが減少する領域を有していた。3種地盤の鴨川は、2種地盤の春日部、厚木、川崎と同

様の傾向を示した。一方、横浜はなだらかな Sa－Sd曲線を有し、変位応答スペクトル Sdに

よらず加速度応答スペクトル Sa が一定となる領域が大半を占め、その後加速度応答スペク

トル Saによらず変位応答スペクトル Sdが一定となる領域を有していた。 

 また、建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点より、構造特性係数 DSと加速度応答ス

ペクトル Saの相関は以下の 3つのパターンに大別できる（図 4.2参照）。 

i) 加速度応答スペクトル Saが周期によらずほぼ一定で、構造特性係数 DSの減少と共

に応答変位が増大する加速度一定型のパターン。 

ii) 加速度応答スペクトル Saが周期に対して顕著に減少し、構造特性係数 DS の値に係

わらず応答変位がほぼ同じないし、場合によっては構造特性係数が大きくなると応

答変位がむしろ大きくなる変位一定型のパターン。 

iii) 加速度応答スペクトル Saが周期と共に緩やかに減少し、構造特性係数 DS の減少と

共に、応答変位が増大する反比例型のパターン。 

 

 

 

(a) 加速度応答スペクトル Saと周期 T の関係 

 

(b) 加速度応答スペクトル Saと変位応答スペクトル Sdの関係 

図 4.2 構造特性係数 DSと加速度応答スペクトル Sa の相関 
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 図 4.3～図 4.10に 3階建てモデルの結果を示す。 

 1種地盤の場合、各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqは、ほぼ同じ値を示し

ており、その値は 0.9 秒～1.4 秒であった。また、地盤の卓越周期（加速度応答スペクトル

Sa が最大値となる周期）を過ぎた後の、変位応答スペクトル Sd が増えると加速度応答スペ

クトル Saが減少する領域に、各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲

線の交点があり、構造特性係数 DSが大きくなるとその値は小さくなった（反比例型）。 

 2種地盤の場合、相模原が 1種地盤とほぼ同じ建築物の等価周期 Teqの値を示した。また、

Sa－Sd曲線において、相模原は 1 種地盤と同様に変位応答スペクトル Sdが増えると加速度

応答スペクトル Saが減少する反比例型となり、構造特性係数 DSが大きくなると建築物の等

価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点における変位 Sdの値は小さくなった。一方、春日部、厚木、

川崎の各構造特性係数 DS における建築物の等価周期 Teq は大きくばらつく結果となり、そ

の値も 1 種地盤と 2 種地盤の相模原に比べて大きくなる傾向を示した。春日部の各構造特

性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点は、地盤の卓越周期を過ぎた

後の加速度応答スペクトル Sa に関わらず変位応答スペクトル Sd が一定となる領域にあり、

その値は構造特性係数 DS を大きくしてもほとんど小さくならなかった（変位一定型）。ま

た、厚木、川崎の建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点も同様に変位一定型であったが、

構造特性係数 DSが 0.25～0.40にかけて Sa－Sd曲線が突出するような形状を有していた。こ

のため、構造特性係数 DSが 0.25～0.40の場合の方が、構造特性係数 DSが 0.45、0.50の場合

より応答が大きくなった。 

 3 種地盤の場合、鴨川の各構造特性係数 DS における建築物の等価周期 Teq は 1.4 秒～1.7

秒、横浜の各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqは 0.9 秒～1.4 秒となり、横浜

の各構造特性係数 DS における建築物の等価周期 Teq の方が短かった。また、鴨川の建築物

の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点は 2種地盤の春日部、厚木、川崎と同様に加速度応答ス

ペクトル Saに関わらず変位応答スペクトル Sdが一定となる変位一定型となり、構造特性係

数 DSを大きくしても建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点における変位 Sdの値はほと

んど小さくならなかった。一方、横浜の建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点は地盤の

卓越周期の前の、変位応答スペクトル Sdによらず加速度応答スペクトル Saが一定となる領

域にあり、構造特性係数 DSが 0.25 の時の応答は大きいが、構造特性係数 DSを大きくする

と応答が小さくなる傾向を示した（加速度一定型）。 

 3階建てモデルの場合、1 種地盤と 2種地盤の相模原が反比例型となり、構造特性係数 DS

を大きくすると Sa－Sd曲線の交点における変位 Sdの値が小さくなる傾向を示した。2 種地

盤の春日部、厚木、川崎と 3種地盤の鴨川は変位一定型となり、構造特性係数 DSを大きく

しても Sa－Sd曲線の交点における変位 Sdの値が小さくなりにくい傾向を示した。3 種地盤

の横浜は加速度一定型となり、構造特性係数 DSが小さい時の Sa－Sd曲線の交点における変

位 Sdの値は大きいが、構造特性係数 DSを大きくすると Sa－Sd曲線の交点における変位 Sd

の値が小さくなる傾向を示した。 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.3 3階建てモデル－1種地盤－鎌倉（反比例型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.4 3階建てモデル－1種地盤－氷川（反比例型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.5 3階建てモデル－2種地盤－相模原（反比例型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.6 3階建てモデル－2種地盤－春日部（変位一定型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.7 3階建てモデル－2種地盤－厚木（変位一定型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.8 3階建てモデル－2種地盤－川崎（変位一定型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.9 3階建てモデル－3種地盤－鴨川（変位一定型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.10 3階建てモデル－3種地盤－横浜（加速度一定型） 
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 図 4.11～図 4.18に 8階建てモデルの結果を示す。 

 1種地盤の場合、各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqは、ほぼ同じ値を示し

ており、その値は 1.4 秒～1.8 秒であった。また、Sa／Sdと Sa－Sd曲線の交点は変位応答ス

ペクトル Sdの値が増大すると加速度応答スペクトル Saが減少する反比例型となり、構造特

性係数 DSを大きくするとその値は小さくなる傾向を示した。 

 2種地盤の場合、相模原は 1種地盤とほぼ同じ建築物の等価周期 Teqの値を示した。また、

建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点は、1種地盤と同様に変位応答スペクトル Sdが増

えると加速度応答スペクトル Sa が減少する反比例型であった。一方、春日部、厚木、川崎

の各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqは 1.5 秒以上を示し、構造特性係数 DS

を大きくしても、建築物の等価周期 Teqがほとんど変わらないまたは大きくなる結果となっ

た。また、建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点は、加速度応答スペクトル Saに関わら

ず変位応答スペクトル Sdが一定となる変位一定型であった。なお、構造特性係数 DSを大き

くすると応答が大きくなる現象がみられたが、本報告ではマクロ的に変位一定型と見做し

た。 

 3種地盤の場合、鴨川の各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqは、2種地盤の

春日部、厚木、川崎と同様の傾向を示した。また、等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点は、2

種地盤の春日部、厚木、川崎と同様に加速度応答スペクトル Sa に関わらず変位応答スペク

トル Sdが一定となる変位一定型であった。なお、鴨川においても 2種地盤の春日部、厚木、

川崎のように構造特性係数 DSを大きくすると応答が大きくなる現象がみられた。一方、横

浜は変位応答スペクトル Sdによらず加速度応答スペクトル Saが一定となる加速度一定型と

なった。 

 8階建てモデルの場合、3階建てモデルと同様に 1種地盤と 2種地盤の相模原が反比例型

となり、構造特性係数 DSを大きくすると Sa－Sd曲線の交点における変位 Sdの値が小さくな

る傾向を示した。2種地盤の春日部、厚木、川崎と 3種地盤の鴨川は変位一定型となったが、

構造特性係数 DS を大きくすると Sa－Sd 曲線の交点における変位 Sd の値の値が大きくなる

現象がみられた。3種地盤の横浜は 3階建てモデルと同様に加速度一定型となった。 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.11 8階建てモデル－1種地盤－鎌倉（反比例型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.12 8階建てモデル－1種地盤－氷川（反比例型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.13 8階建てモデル－2種地盤－相模原（反比例型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.14 8階建てモデル－2種地盤－春日部（変位一定型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.15 8階建てモデル－2種地盤－厚木（変位一定型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.16 8階建てモデル－2種地盤－川崎（変位一定型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.17 8階建てモデル－3種地盤－鴨川（変位一定型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.18 8階建てモデル－3種地盤－横浜（加速度一定型） 
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 図 4.19～図 4.26に 14階建てモデルの結果を示す。 

 1種地盤の場合、各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqは、ほぼ同じ値を示し

ており、その値は 2.4 秒～3.2 秒であった。また、建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点

は、変位応答スペクトル Sdが増えると加速度応答スペクトル Saが減少する反比例型となり、

構造特性係数 DSを大きくすると建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点における変位 Sd

の値が小さくなる傾向を示した。 

 2 種地盤の場合、相模原は 1 種地盤よりも各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期

Teqよりも短く、その値は 2秒～2.6秒であった。また、建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線

の交点も、1 種地盤と同様に変位応答スペクトル Sdが増えると加速度応答スペクトル Saが

減少する反比例型となった。一方、春日部、厚木、川崎の各構造特性係数 DSにおける建築

物の等価周期 Teqはほぼ同じ値を示しており、2.2秒～3.2秒であった。また、建築物の等価

周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点は、構造特性係数 DSが 0.25の場合の除き、加速度応答スペク

トル Saに関わらず変位応答スペクトル Sdが一定となる変位一定型となった。 

 3種地盤の場合、鴨川は 1.9秒～2.5秒、横浜の各構造特性係数 DSにおける建築物の等価

周期 Teqは 2.4秒～2.9 秒となり、鴨川の各構造特性係数 DSにおける建築物の等価周期 Teqの

方が短かった。建築物の等価周期 Teqと Sa－Sd曲線の交点は、鴨川は 2種地盤の春日部、厚

木、川崎と同様に、構造特性係数 DSが 0.25の場合の除き、加速度応答スペクトル Saに関わ

らず変位応答スペクトル Sd が一定となる変位一定型であった。また、横浜も加速度応答ス

ペクトル Sa に関わらず変位応答スペクトル Sd が一定となる変位一定型であった。なお、3

種地盤において、8階建てモデルの春日部、厚木、川崎、鴨川と同様に、構造特性係数 DSを

大きくすると応答が大きくなる現象がみられた。 

 14階建てモデルの場合、1種地盤と 2種地盤の相模原は反比例型となり、構造特性係数

DSを大きくすると Sa－Sd曲線の交点における変位 Sdの値が小さくなる傾向を示した。2種

地盤の春日部、厚木、川崎と 3種地盤の鴨川は、構造特性係数 DSが 0.25の場合を除いた

変位一定型となり、3 種地盤の横浜も変位一定型となった。なお、3種地盤において構造

特性係数 DSを大きくすると応答が大きくなる現象がみられた。 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.19 14階建てモデル－1種地盤－鎌倉（反比例型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.20 14階建てモデル－1種地盤－氷川（反比例型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.21 14階建てモデル－2種地盤－相模原（反比例型） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.22 14階建てモデル－2種地盤－春日部（変位一定型（DS＝0.25は除く）） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.23 14階建てモデル－2種地盤－厚木（変位一定型（DS＝0.25は除く）） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.24 14階建てモデル－2種地盤－川崎（変位一定型（DS＝0.25は除く）） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.25 14階建てモデル－3種地盤－鴨川（変位一定型（DS＝0.25は除く）） 
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(a) 加速度応答スペクトル Saと建築物の等価周期 Teq 

 

(b) 加速度応答スペクトル Sa，応答スペクトル Sd及び建築物の等価周期 Teq 

図 4.26 14階建てモデル－3種地盤－横浜（変位一定型） 
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5. まとめ 

 本報告では、現行耐震基準を想定した鉄骨造建物を対象としたモデル架構による鉄骨造

建築物に対し、例示として首都圏各地の地盤情報を考慮した地震応答解析を行い、耐震性の

評価を行った。 

 以下に、得られた知見を記す。 

① 3 階建てモデルでは、2 種地盤が最も大きな最大層間変形角の値を示し、2 種地盤と 3

種地盤の境界に当たる周期を中心に限界変形角を超える解析地点が多かった。 

② 8 階建てモデルでは、構造特性係数が 0.35 以下の場合において、地盤の 1 次卓越周期

が大きいほど大きな最大層間変形角の値を示したが、構造特性係数が 0.40 以上の場合

では 3 階建てモデルと同様に 2 種地盤が最も大きな最大層間変形角の値を示し、一部

の 2種地盤と 3種地盤が限界変形角を超える結果となった。 

③ 14 階建てモデルでは、地盤の 1 次卓越周期が大きいほど大きな最大層間変形角の値を

示し、一部の 3種地盤が限界変形角を超える結果となった。 

④ 8階建てモデル、14階建てモデルにおいて、応答の片寄りは小さかった。 

⑤ 3 階建てモデルと 8 階建てモデルでは、2 種地盤、3 種地盤において、同じ構造特性係

数の値でも最大層間変形角の値には大きな差異がみられ、同じ地盤種別であってもそ

の最大層間変形角の値には顕著な差異がみられた。 

⑥ 上記①～⑥の傾向は、地盤の影響による加速度応答スペクトルと変位応答スペクトル

の形状の違いからその概略を掴むことができる。 

⑦ 構造特性係数と応答の相関は以下の 3つのパターンに大別できる。 

i) 加速度応答スペクトルが周期によらずほぼ一定で、構造特性係数の減少と共に

応答変位が増大する加速度一定型のパターン。 

ii) 加速度応答スペクトルが周期に対して顕著に減少し、構造特性係数の値に係わ

らず、応答変位がほぼ同じないし、場合によっては構造特性係数が大きくなる

と応答変位がむしろ大きくなる変位一定型のパターン。 

iii) 加速度応答スペクトルが周期と共に緩やかに減少し、構造特性係数の減少と共

に、応答変位が増大する反比例型のパターン。 

⑧ 1種地盤は反比例型となるものが多かった。2種地盤及び 3種地盤の高層建築物を想定

した 14階建てモデルでは、構造特性係数が大きくなると応答が大きくなるものも含め

て、変位一定型となるものが多かった。3種地盤の低中層建築物を想定した 3階建て及

び 8階建てモデルでは、加速度一定型となるものが多かった。 
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